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In this paper, I aim to promote reconsideration of Japan’s foreign policy through an overview of the rise and 
collapse of “new” public diplomacy in Japan. First, I provide an overview of the relationship between 
propaganda, public diplomacy and “new” public diplomacy in the United States, and I clarify the meaning of 
the flows that emphasize the different directions in public diplomacy and “new” public diplomacy. Public 
diplomacy in Japan appeared in the 2000s, but did not include the experience of debates over public diplomacy 
that were seen in the United States. After its appearance in Japan, public diplomacy consistently follows one 
direction which has a relationship with propaganda. But the change in direction occurred in tandem with a 
change in government administration. I focus on the rise of “new” public diplomacy in Japan, which appeared 
in a form based on the political philosophy of Fraternité. 
However, “new” public diplomacy in Japan collapsed before the end of the DPJ government in 2012. The 
Noda cabinet focused on the goals of publicity and Japan’s economic revival, which were congruent with the 
direction of public diplomacy in the previous LDP government. Finally, I suggest the necessity for rethinking 
and debating the meaning of foreign policy, including two different public diplomacies, namely, public 
diplomacy and “new” public diplomacy. 
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パブリック・ディプロマシーは、1965 年にアメリカ Tufts 大学のガリオン教授によって提案された用
李 炅澤 「日本における「新しい」パブリック・ディプロマシーの挑戦とその限界」 






Committee on Public Information、1917-19）」によって特徴付けられる。当時「広報委員会」によって行わ
れた検閲等の活動は、相手国の戦略への対応という大義があったとはいえ、事実上プロパガンダとして





時期に活動した「戦争情報局（OWI：Office of War Information、1942-45）」の活動の方向性がそれである
が4、主要事業として「アメリカの声（VOA：Voice Of America）」等のラジオ放送を行っていた。「戦争
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て現れ得るリソースとして提案者のジョセフ・ナイが取り上げたのは、第 1 に国家の文化、第 2 に政治















2004 年小泉内閣で始まったこの方向性はその後も続くが、とりわけ 2006 年 9 月就任の安倍首相は「主
張する外交への転換」を訴えつつ、「美しい国、日本」という対外広報を目的とするスローガンを掲げる
など、パブリック・ディプロマシーに関して日本ではそれまでになかった積極的な姿勢を見せる26。第
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刊行年度 外交青書の中でパブリック・ディプロマシーが使われている項目 使用有無 
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2010 年 4 月31  × 
2011 年 4 月  × 
2012 年 4 月  × 
2013 年 4 月 第 3 章 分野別に見た外交 第 4 節 日本への理解と信頼の促進に向けた取組 ○ 
2014 年 4 月 




 「パブリック・ディプロマシー」という用語は 2004 年版以来使用され続けていたが、2009 年 1 月か
ら 2011 年 12 月までの 3 年間の活動をまとめた、2010 年版、2011 年版と 2012 年版の３冊の外交青書に
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年 11 月に日本が議長国として横浜で開かれたアジア太平洋経済協力（APEC：Asia-Pacific Economic 
Cooperation）首脳会議で「APEC 共同体」構想として現れる37。 
また、鳩山内閣の岡田外務大臣は「開かれた国益の増進」をスローガンに「政府開発援助（ODA：Official 
Development Assistance）のあり方の見直しを進めるが38、その中で「日本 NGO 連携無償資金協力」とい
う 2002 年から始まった NGO の海外事業に対する支援額をそれまでの 29 億円から 50 億円に大幅に増
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たとえば、民主党政権は 2010 年 2 月ハイチ大地震において支援活動を行った NGO をヒアリングし激励
































討すると、前掲の表１．では、2013 年 4 月刊行の外交青書からパブリック・ディプロマシーの用語が再
登場することが確認できる。2013 年 4 月は、自民党・公明党連立政権に再び政権が交代した時点であ
                                                        
39 日本 NGO 連携無償資金協力予算の推移（外務省「国際協力と NGO」から抜粋、筆者作成のもの） 
日本 NGO 連携無償 
予算（単位：億円） 
2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 
27.0 28.5 28.5 28.0 28.0 29.0 50.0 50.0 55.0 60.0 
出処：外務省「国際協力と NGO」
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/pamphlet/pdfs/ngo_jpf_h25.pdf, 2014 年 11 月 5 日閲覧。 
40 民主党機関紙「民主」2010 年 3 月 5 日(228 号)７面。 
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ながる方向性を示した見解と言えよう。http://blogos.com/article/63943, 2014 年 11 月 5 日閲覧。 
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り、この変化にも政権交代が影響したと見るのはそれ程間違いではない43。 
ただし、2013 年 4 月刊行の外交青書の場合、2012 年 1 月から 12 月までの外交活動をまとめたもので
あり、民主党政権が 2012 年 12 月まで続いたことを念頭に置けば、その内容の殆どは民主党政権下の活
動になる。それ故にパブリック・ディプロマシーが早くも再登場したことには些か不自然さもうかがえ
る。 
 この不自然さを確かめるために、2012 年 1 月から 12 月までの民主党政権が見せた対外向けの広報、
交流政策に関する動向を確認する。検討対象は、2011 年 9 月に成立し 2012 年 12 月まで続いた野田内閣
が示した対外向けの広報、交流政策である。 































（平成 23 年 12 月 24 日閣議決定）でも、震災で傷ついた日本ブランドの復活強化のため、日本の
                                                        





44 早稲田大学国際戦略研究所(2012.3) 平成 23 年度外務省委託研究調査報告書「東日本大震災後の日本外交
の方向性」http://www.waseda.jp/jp/news12/120404_kataoka.html, 2014 年 8 月 31 日閲覧。 
45 レイモンド・ウィリアムズ(1980)『キイワード辞典』(岡崎康一訳)、晶文社 
46「広報文化外交の制度的あり方に関する有識者懇談会」最終報告書、「3.11 後の広報文化外交」(2012.7.26)  
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げられている。この報告書が提出される前の 2012 年 3 月に野田内閣では、国家戦略大臣と外務大臣共





















合（2012 年 2 月 9 日）での「ソフトパワーはゼロサムではないので、相手国との協同作業を通じて相互





共」という NGO 活動支援を目的とするスローガンが掲げられたが、まったく同じ名称の NGO 支援関連
スローガンが政権交代前の自民党政権（自民党を中心とする連立政権を含む）でも存在していた52。し
かしながら、両者の方向性は根本的な差異を見せる。前者が行政と NGO の同等なパートナーシップや
行政から NGO への権限の移譲を主張するのに対して、後者における NGO は行政によって割り当てら
れた仕事を低費用でこなす下請け業者として位置づけられる53。 
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日閲覧。 
48「第 1 回国際広報連絡会議概要」における玄葉外務大臣の発言
http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/npu/policy04/pdf/20120312/kokusaikoho_youshi.pdf, 2014 年 9 月 10 日閲覧。 
49 首相官邸(2010.6.18)「『新成長戦略』について」
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50「広報文化外交の制度的あり方に関する有識者懇談会」第 2 回会合
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/culture/kondankai1201/02kaigo1202.html, 2014 年 8 月 7 日閲覧。 
51「広報文化外交の制度的あり方に関する有識者懇談会」第 4 回会合
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友愛 3 回 1 回 0 回 0 回 0 回 0 回 
東アジア共同体 1 回 4 回 0 回 0 回 0 回 0 回 
新しい公共 2 回 7 回 0 回 0 回 0 回 1 回 

















当然とも言えようが、2012 年 12 月政権交代後に成立した第２次安倍内閣であった。前述のように第１
次安倍内閣において見られたパブリック・ディプロマシーに対する強い関心は、第２次内閣でもその勢




て掲げるほか、「アフリカ開発会議（TICAD：Tokyo International Conference on African Development）」等








せたと指摘する。朝日新聞「揺れ動く民主主義 アーサー・ストックウィンインタビュー」2014 年 8 月
21 日 17 面。 
56 首相官邸(2013.4.26)「国際広報強化連絡会議の開催について」
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kokusaikouhou/pdf/konkyo.pdf, 2014 年 8 月 10 日閲覧。 
李 炅澤 「日本における「新しい」パブリック・ディプロマシーの挑戦とその限界」 










































                                                        
57 首相官邸(2013.4.26)「今後取り上げるべき国際広報の重要課題」




http://www.kantei.go.jp/jp/singi/bunka/kettei/050711houkoku.pdf, 2014 年 9 月 17 日閲覧。 
60 青木保(2003)『多文化世界』、岩波書店 
